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1.  平成21年3月期第3四半期の連結業績（平成20年4月1日～平成20年12月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期第3四半期 455,081 ― 12,082 ― 11,884 ― 5,087 ―

20年3月期第3四半期 460,473 2.3 10,030 △9.8 9,841 △19.7 3,925 △11.0

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期純利

益

円 銭 円 銭

21年3月期第3四半期 20.12 20.09
20年3月期第3四半期 15.52 15.50

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期第3四半期 360,469 99,028 26.9 384.38
20年3月期 353,474 97,747 27.1 378.07

（参考） 自己資本   21年3月期第3四半期  97,075百万円 20年3月期  95,626百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無  
 

1株当たり配当金

（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

20年3月期 ― ― ― 6.00 6.00
21年3月期 ― ― ― ――― ―――

21年3月期（予想） ――― ――― ――― 6.00 6.00

3.  平成21年3月期の連結業績予想（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 
（％表示は対前期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  無  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純

利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 580,000 △1.2 8,200 5.0 8,500 1.1 2,400 16.3 9.49

4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  

（注）詳細は、２ページ 【定性的情報・財務諸表等】４．その他 をご覧ください。  

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されるもの） 

（注）詳細は、２ページ 【定性的情報・財務諸表等】４．その他 をご覧ください。  

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
１．上記の予想は、本資料発表日現在において入手可能な情報あるいは想定できる市場動向などを前提としており、不確実性が含まれています。実際の業績は、今後
の様々な要因により、予想と異なる結果となる可能性があります。なお、上記業績予想に関する事項は、２ページ 【定性的情報・財務諸表等】３．連結業績予想に関する
定性的情報 をご覧ください。 
２．当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第
14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。 
３．本資料中の前年同期比の基礎となった前年同期の数値は、監査法人のレビューを受けておりません。  

新規 ― 社 （社名 ） 除外 ― 社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期第3四半期  253,977,218株 20年3月期  253,977,218株

② 期末自己株式数 21年3月期第3四半期  1,426,201株 20年3月期  1,041,743株

③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 21年3月期第3四半期  252,814,622株 20年3月期第3四半期  252,995,008株



定性的情報・財務諸表等 

１．連結経営成績に関する定性的情報 
 当第３四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、原油・原材料価格の高騰に続いて、世界的な金融危機ならび

にその実体経済への波及による外需の減少や円高の進行によって、企業業績が急速に悪化しました。また、雇用や所

得に対する不安の高まりで個人消費も冷え込み、景気の後退感が一段と強まりました。 

 食品業界におきましても、需要が伸び悩むなかで原材料コストの上昇に加えて、消費者の生活防衛意識が強まるな

ど、引き続き厳しい経営環境が続いております。 

 このような環境のもとで、当社グループは、お客様のニーズに応えた商品の開発、改良に努めるとともに、原材料

コストの大幅な上昇を吸収するために、商品価格の引き上げとその浸透に努めてまいりました。また、一方で販売促

進策の効率化、生産・物流の一層の合理化ならびに経費の削減などを進めてまいりました。 

 これらの結果、当第３四半期連結累計期間においては、森永乳業単体の売上高はチーズ、アイスクリームなどが前

年同期実績を上回りましたが、商品価格の改定による数量減の影響もあり、トータルでは前年同期実績を下回りまし

た。また、連結子会社の売上高は前年同期実績を上回りましたが、当社グループの連結売上高では前年同期実績を下

回り、4,550億８千１百万円（前年同期比1.2％減）となりました。 

 連結の営業利益、経常利益、四半期純利益は、原材料価格の上昇による影響を、商品価格の改定に加えて、徹底し

た営業活動の効率化や合理化によるコスト削減で吸収をはかった結果、前年同期実績を上回り、営業利益は120億８

千２百万円（前年同期比20.5％増）、経常利益は118億８千４百万円（前年同期比20.8％増）、四半期純利益は50億

８千７百万円（前年同期比29.6％増）となりました。 

２．連結財政状態に関する定性的情報 
 当第３四半期連結会計期間末の資産の部は、「受取手形及び売掛金」が減少したものの「現金及び預金」や沖縄森

永乳業株式会社の設備投資による有形固定資産が増加したことなどにより、前連結会計年度末に比べ69億９千５百万

円増の3,604億６千９百万円となりました。 

 負債の部は、社債残高が減少したものの「支払手形及び買掛金」が増加したこともあり、前連結会計年度末に比べ

57億１千４百万円増の2,614億４千万円となりました。 

 純資産の部は、投資有価証券の時価下落に伴い「その他有価証券評価差額金」が減少しましたが、「利益剰余金」

の増加により前連結会計年度末に比べ12億８千１百万円増の990億２千８百万円となりました。 

 この結果、自己資本比率は前連結会計年度末の27.1%から26.9%に、１株当たり純資産額は前連結会計年度末の

378.07円から384.38円になりました。 

３．連結業績予想に関する定性的情報 
 平成21年３月期の通期業績予想につきましては、景気の悪化による消費の落ち込みのほか、３月から実施される原

料乳価格の再値上げによる原料コストの大幅な上昇の影響など、不透明かつ厳しい状況が続くことが予想されるた

め、平成20年11月７日に公表いたしました業績予想は変更いたしません。 

４．その他 
（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） 

 該当事項はありません。 

（２）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

①簡便な会計処理 

棚卸資産の評価方法 

 当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し前連結会計年度末の実地棚卸高を

基礎として合理的な方法により算定しております。 

 また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、

簿価切下げを行っております。 

繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 

 繰延税金資産の回収可能性の判断に関して、前連結会計年度末以降に経営環境等に著しい変化が生じておら

ず、かつ、一時差異等の発生状況に大幅な変動がないと認められるため、前連結会計年度末において使用した将

来の業績予測やタックス・プランニングを利用する方法によっております。 

②四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理 

税金費用の計算 

 税金費用については、当社（提出会社）及び連結子会社において当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年

度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積

実効税率を乗じて計算する方法によっております。 

 なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。  



（３）四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

①四半期財務諸表に関する会計基準の適用 

 当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規

則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。 

②重要な資産の評価基準及び評価方法の変更 

たな卸資産 

 通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、製品、商品、半製品については主として総平均法に

よる原価法、原材料、貯蔵品については主として移動平均法による原価法によっておりましたが、第１四半期連

結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年7月5日）が適用されたこ

とに伴い、それぞれ総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法）、移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）に変更し

ております。 

 この変更により、従来の方法によった場合と比べ、当第３四半期連結累計期間において、売上総利益、営業利

益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益がそれぞれ606百万円減少しております。 

③たな卸資産の処分に係る損失の計上区分 

 従来、たな卸資産の処分に係る損失であるたな卸資産処分損については、営業外費用に計上しておりましたが、

第１四半期連結会計期間から売上原価として処理する方法に変更いたしました。この変更は、第１四半期連結会計

期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年7月5日）が適用されたことに伴

い、収益性の低下に基づく簿価切下げによって発生する評価損とたな卸資産の処分に係る損失を期間損益計算にお

いて同等の損益区分で処理する方法が適切であると判断したことによるものであります。 

 この変更により、従来の方法によった場合と比べ、当第３四半期連結累計期間において、売上総利益、営業利益

がそれぞれ169百万円減少しておりますが、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響はありません。 

④「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用 

 第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実

務対応報告第18号 平成18年5月17日）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

⑤リース取引に関する会計基準の適用 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってお

りましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成5年6月17日（企業会計審議会第一部

会）、平成19年3月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号

（平成6年1月18日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年3月30日改正））が平成20年4月１日以後開

始する連結会計年度に係る四半期連結財務諸表から適用することができることになったことに伴い、第１四半期連

結会計期間からこれらの会計基準等を適用し、通常の売買取引に係る会計処理によっております。また、所有権移

転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法については、リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法を採用しております。 

 なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

【追加情報】 

（有形固定資産の耐用年数の変更） 

 平成20年度の法人税法の改正を契機として、当社及び国内連結子会社の機械装置の耐用年数について見直しを

行った結果、主として9年の耐用年数を10年に延長しております。 

 この変更により、従来の方法によった場合と比べ、当第３四半期連結累計期間において、売上総利益は690百万

円増加し、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益は、それぞれ693百万円増加しております。 



５．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 15,947 4,849

受取手形及び売掛金 51,910 63,130

商品及び製品 24,119 23,332

仕掛品 881 1,447

原材料及び貯蔵品 8,351 7,546

その他 15,999 10,957

貸倒引当金 △1,164 △1,002

流動資産合計 116,044 110,262

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 72,583 67,782

機械装置及び運搬具（純額） 57,954 55,140

土地 71,839 72,507

その他（純額） 11,698 15,622

有形固定資産合計 214,076 211,052

無形固定資産 3,964 3,788

投資その他の資産   

投資有価証券 13,002 14,323

その他 14,496 15,339

貸倒引当金 △1,114 △1,291

投資その他の資産合計 26,384 28,370

固定資産合計 244,425 243,211

資産合計 360,469 353,474



（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 74,749 62,598

短期借入金 9,367 6,747

1年内返済予定の長期借入金 4,921 5,024

コマーシャル・ペーパー 4,000 4,000

1年内償還予定の社債 500 10,500

未払法人税等 3,787 713

未払費用 26,174 26,778

その他 21,742 26,348

流動負債合計 145,241 142,710

固定負債   

社債 60,350 60,600

長期借入金 31,778 30,412

退職給付引当金 12,148 12,066

その他 11,922 9,935

固定負債合計 116,199 113,015

負債合計 261,440 255,726

純資産の部   

株主資本   

資本金 21,704 21,704

資本剰余金 19,442 19,446

利益剰余金 57,759 54,433

自己株式 △531 △420

株主資本合計 98,374 95,164

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △1,246 360

繰延ヘッジ損益 △124 21

為替換算調整勘定 72 80

評価・換算差額等合計 △1,298 462

新株予約権 105 79

少数株主持分 1,848 2,042

純資産合計 99,028 97,747

負債純資産合計 360,469 353,474



（２）四半期連結損益計算書 
（第３四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

売上高 455,081

売上原価 321,232

売上総利益 133,849

販売費及び一般管理費 121,766

営業利益 12,082

営業外収益  

受取利息 152

受取配当金 382

受取家賃 342

その他 755

営業外収益合計 1,632

営業外費用  

支払利息 1,299

持分法による投資損失 77

その他 453

営業外費用合計 1,830

経常利益 11,884

特別利益  

固定資産売却益 581

特別利益合計 581

特別損失  

固定資産処分損 486

(財)ひかり協会負担金 1,332

減損損失 78

貸倒引当金繰入額 434

その他 428

特別損失合計 2,759

税金等調整前四半期純利益 9,705

法人税等 4,632

少数株主損失（△） △14

四半期純利益 5,087



 当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に

従い四半期連結財務諸表を作成しております。 

（３）継続企業の前提に関する注記 

 該当事項はありません。 

（４）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 

 該当事項はありません。 

「参考資料」 

 前年同四半期に係る財務諸表等 

（要約）四半期連結損益計算書 

 
前第３四半期連結累計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年12月31日） 

区分 金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高   460,473 100.0 

Ⅱ 売上原価   324,723 70.5 

売上総利益   135,750 29.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理費   125,720 27.3 

営業利益   10,030 2.2 

Ⅳ 営業外収益       

１．受取利息及び受取配当金 515     

２．その他の営業外収益 992 1,508 0.3 

Ⅴ 営業外費用       

１．支払利息 1,315     

２．その他の営業外費用 381 1,696 0.4 

経常利益   9,841 2.1 

Ⅵ 特別利益       

１．固定資産売却益 492     

２．投資有価証券売却益 177     

３．その他の特別利益 60 730 0.2 

Ⅶ 特別損失       

１．固定資産処分損 528     

２．(財)ひかり協会負担金 1,348     

３．貸倒引当金繰入額 480     

４．投資有価証券減損処理額等 33     

５．その他の特別損失 33 2,424 0.5 

税金等調整前四半期純利益   8,147 1.8 

法人税、住民税及び事業税   4,149 0.9 

少数株主利益   72 0.0 

四半期純利益   3,925 0.9 

       



)

平成21年2月10日

平成２１年３月期第３四半期 参考資料

    第３四半期販売実績(単体                (注)第3四半期は累計期間(4月1日から12月31日)

（単位：百万円）

　　　　(注）その他のその他には、ゼリー、クリーム類などが含まれる

　　　　※上記の個別売上高については、法定開示におけるレビュー対象では
　　　　　　ありません。

　　
　　　　　以上

  平成21年3月期　第3四半期実績

製品分類 金額 前同差 前同比(%)

市 乳 計 155,397 △ 6,518 96.0

牛 乳 類 55,387 83 100.2

乳飲料等 52,776 △ 1,662 96.9

ヨーグルト 34,778 △ 3,381 91.1

プリン等 12,454 △ 1,558 88.9

乳 製 品 72,092 1,527 102.2

練　　乳 3,225 33 101.0

粉　　乳 28,191 △ 3,200 89.8

バ タ ー 8,424 △ 363 95.9

チ ー ズ 32,250 5,059 118.6

アイスクリーム 41,722 1,158 102.9

そ の 他 計 77,209 △ 1,040 98.7

飲　　料 27,311 △ 2,379 92.0

そ の 他 49,898 1,339 102.8

合　　計 346,422 △ 4,873 98.6
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